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１．研究の背景と目的 
 
京都をはじめとした歴史都市には毎年多くの観光客が訪れる。このような歴史都市において、災害から文

化遺産をいかに守るかは、まず観光客をいかに災害から守るかという議論から始まる。なぜなら、人の命は

何よりも優先されるべきものであり、観光客を守る手法を確立してこそ、文化遺産防災へ投入できる資源の

把握を可能とし、いかに文化遺産を守るのかを議論をできるからである。 
地域関係の希薄化などの社会構造が変化しつつある日本社会では、地域防災においてもその変化に対応し

ていくことが求められているが、観光客は土地勘もなく地域の情報を知らず、地域との関係性が希薄であり、

まさに社会構造の変化の象徴的存在でありながら、その防災は十分に進展しているとは言い難い。 
津波被害が想定される地域において行われた研究では、住民と海岸利用者の意識とそれに対する対策立案

者が想定する市民像とのずれが指摘されている1)。つまり、観光客をいかに災害から守り、支援するのかを

考えるには、まず観光客が災害や防災についてどのような意識を持っているのかを知ることが必要である。

ここでいう防災意識とは、災害に対して日常的に、自らが被災し得る存在であることや、情報的・物的・社

会的備えが必要であることを認識している度合い2)であるが、観光客が観光中に被災することを想定し備え

ておくことは難しく、災害発生時には公助や共助に頼らざるを得ないとされている。観光客の防災意識を把

握することは、観光客をいかに守るかを考える上で必要である。また、海水浴場と津波防災の研究では、利

用客の大半がその土地に不慣れであることから、既存の地元住民を主体とした防災対策から来訪者を対象と
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した対策の重要性が指摘されている3)。このことは地元住民より圧倒的に大人数が滞在する観光地において

も共通する内容であり、観光客の防災意識や自助力の向上のための施策を考えることが求められている。 
そこで本研究では、姫路城観光客を対象とした防災意識調査を実施し、得られたデータから観光客の防災

意識に影響を与える属性要因、観光形態要因、日頃の防災活動要因を明らかにし、観光客の防災意識の把握

することを目的とした。 
なお、本研究で事例に用いた姫路城は世界遺産であり、2015年3月のグランドオープン以降、連日多くの

観光客が訪れ、2015年度の入場者数は286万7051人であったと発表4)されている。その一方で、この地域では

山崎断層を震源とする地震被害の可能性が指摘されている5)。兵庫県の想定6)では、姫路市において 大震度

7の地震が発生し、揺れによる建物被害は、全壊が15890件、半壊が37752件に上る。他にも、食糧備蓄の不
足や道路・鉄道などの交通施設の被害も指摘されている。このような状況において、頻繁に来る人から初め

て来る地理に不案内な人、老若男女を問わず多数の観光客が訪問する姫路市では、災害時の対策がより重要

な案件となっている。本研究グループでは、姫路城を事例として被災後の観光客の行動に着目した観光防災

研究7)8)9)を行ってきた。本研究では、観光客が被災前に持っている防災意識に着目して研究を行う。 
 
２．観光客の防災意識に影響を及ぼす要因の抽出 
 
(1) 市民を対象とした防災意識に関する研究 
ここでは、市民を対象とした防災意識の向上や影響を与える要因に関する研究、観光客を対象とした防災

意識に関する研究の2つの視点から本研究の位置付けを述べる。 
既存研究より防災意識の向上や影響を与える要因を類型化すると、以下の７種類が存在している。第1は

「地域・地形」である。居住地区や海岸からの距離、地形などの条件が先行研究から確認されている10)21)。

第2に「被害想定」である。浸水被害の可能性がある市民ほど防災意識が高いことが確認されている10)。第3
に「日頃の防災活動」である。町内会での取り組みの違いや生活防災行動への取り組みが防災意識へ影響を

与えている10)13)16)。第4に「属性」である。年代により避難所の遠さの感じ方が違うことから、防災意識に差
があることが確認されている16)。第5に「学習・啓発ツール」である。ハザードマップの配布や防災学習を
目的としたパンフレットの配布の有効性を明らかにした研究が存在する11)12)17)18)19)。第6が「災害伝承」であ
る。災害伝承が生活防災行動を通じて防災意識の醸成につながることを明らかにしている13)。第7が「災害
体験」である。防災意識は災害体験や有感地震回数の影響が大きいことを明らかにしている14)15)20)。 
(2) 観光客を対象とした防災意識に関する研究 
次に観光客（海水浴客も含む）の防災意識を取り扱った研究を大きく3つに大別して紹介する。 
まず、観光客をいかに守るかという視点も含めて、住民に対して防災意識や防災対策に関する調査をおこ

なった研究22)がある。しかしながら、この研究のアプローチは、住民の防災意識や防災対策の現状を把握し、

いかに住民の共助によって観光客を守るかという視点であるのに対し、本研究は観光客の防災意識を把握す

ること、その防災意識を向上するにはどうすれば良いのかという視点に立っている。次に、観光客が災害発

生後にどのような行動を行うのか、その意識を明らかにした研究23)24)や、避難知識や避難意識という概念を

用いて観光地海岸利用者の避難意図の説明を試みている研究25)も存在する。これらの研究は、防災意識とい

うよりは、災害後の行動意図を明らかにした分析である。 後に、防災意識に影響を与える要因を明らかに

した調査研究として、海水浴客の津波防災意識を対象にした研究が存在する26)3)。前者は、津波に対する防

災意識の経年低下を明らかにし、後者は海水浴客が住んでいる各自治体による防災意識向上施策の重要性、

来訪者の立場に立った案内板などの設置により来訪者の防災意識向上の可能性を示唆している。 
以上より、本研究の新規性を集約すると以下の2点である。第一に、従来の研究では対象とされてこなか

った歴史都市を訪問する観光客の防災意識を対象とする点である。現代の日本では地域関係の希薄化などの

社会構造の変化が課題となっているが、観光客は土地勘がなく、地縁的なつながりを持たない人たちであり、

観光客の防災意識研究は日本において不可欠な研究であると言える。第二に、観光客の防災といえば、公助

や共助が主体であったが、観光客自身の自助の現状や影響要因の把握するアプローチは皆無であり、観光中

の防災意識の現状や関連のある要因を明らかにしようとしている点である。 
(3) 観光客の防災意識に影響を与える要因の抽出 
これらの既存研究を踏まえて、本研究で検証する要因として「日頃の防災活動」「属性」を抽出した。観
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光客は土地勘や地域の情報を持たない人たちであり、観光地の被害想定や地形的な状況、災害の歴史を知ら

ないため、「地域・地形」「被害想定」「災害伝承」の要因は除外した。また、観光客が観光地に滞在する

時間は短く、事前に学習や啓発を受ける機会がないため、「学習・啓発ツール」についても除外した。「災

害体験」が観光客の防災意識に影響を与える可能性は大いに考えられるが、災害体験は制御不能な要因であ

り、また観光客の特徴とは無関係な要因であるため除外した。 
一方で、先行研究においても日頃の防災活動と防災意識の関連性が指摘されていることから「日頃の防災

活動」を自助の実践、自助を表す防災知識、共助活動の3つの視点で採用した。また、年齢や居住地などの
属性と防災意識との関連性が指摘されていることから「属性」も採用した。「属性」は制御不能な要因では

あるが、観光地によって観光客の属性に特徴があった場合、属性と防災意識の関係性を知ることで、観光客

の特性を考慮した施策を立案できる可能性があるため属性を採用した。また、訪問回数や同伴者の有無など

の、観光客の属性も防災意識に影響を与えている可能性があるため、観光形態についても「属性」要因とし

て追加した。 
 

３．調査と回答者の概要 
 
(1) 調査概要 

2014年11月23日、24日の2日の期間で、姫路城内観光終了後の観光客を対象にアンケート調査を行った。
そして、225の有効回答を得た（表1）。 
(2) 回答者の概要 
ここでは、本研究にて行った調査のサンプリング検証を、年齢、性別、居住地、訪問回数、旅行の同行者、

日帰りか否かの6つの項目に関して、姫路市の平成26年度姫路市入込客数、観光・イベントアンケート調査
報告書（以後、姫路市調査）27)を用いて行う。なお、姫路市調査は、観光客の動向や特性、現状を把握する

ことにより、姫路市の観光施策を効果的に推進することを目的とし、主要観光施設を訪れた人を対象にした

対面式のアンケートである。平成26年度は3373人からアンケートを回収している。 
性別に関しては、本調査と姫路市の調査における性別との比較では男性の回答者数が女性の回答者数より

多いものの、ほぼ同じ割合である（図1）。居住地に関しては、本調査と姫路市調査はほぼ同じ割合である
ことがわかる（図2）。本調査における回答者の年齢層は姫路市の調査における年齢層と比べると、20代の
割合が高く、30代の割合が低いものの、それ以外の年齢層では、ほぼ同じ程度の割合で回答者を集めている
ことがわかる（図3）。次に、同伴者に関して、本調査は団体旅行の割合が低いものの、それ以外の項目に
ついては、おおむね同じ割合である（図4）。日帰り、宿泊に関する割合は、本調査と姫路市調査はほぼ同
等であり（図5）、訪問回数に関しても、1回目から3回目まで回答者の割合は減っていき、4回以上の回答者
の割合は再び増えるという同じ推移をしている（図6）。 
以上の結果から、本調査の回収数255と少ないものの、姫路市の調査結果とほぼ同じ属性割合を持つこと

から、偏りのないサンプルであると判断した。 
	

表1 姫路城観光客を対象とした調査の概要 
 内容 

調査日 2014年11月23日、24日 
対象 姫路城内観光終了後の観光客（出口にて配布と回収） 
有効回答数 225 
調査方法 調査票を用いた自記式調査 

調査票の構成 

問１：被災リスク認知に関する質問(何度も考えた：4、考えた：3、考えなかった：2、全く考えなかった：1) 
問2：避難場所知識に関する質問(避難場所知識あり：1、知識なし：0) 
問3：代替帰宅方法知識に関する質問(代替帰宅方法知識あり：１、知識なし：0) 
問4：非常持ち出し袋の保持(自助)に関する質問(非常持ち出し袋あり：１、なし：0) 
問5：地域の防災活動への参加(共助)に関する質問(4：積極的に参加、3：それなりに参加、2：あまり参
加していない、1：全く参加していない) 
問6：自宅 寄りの避難場所知識(自助)に関する質問(避難場所知識あり：1、知識なし：0) 
問7：観光形態(訪問回数、同伴者、宿泊数)に関する質問 
問8：属性(年代、性別、居住地)に関する質問 
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図1. 回答者の性別構成             図2. 回答者の居住地構成          図3. 回答者の年代構成 

 
図4. 回答者の同伴者の構成       図5. 回答者の日帰り、宿泊の構成         図6. 回答者の訪問回数の構成 

 

４．防災意識が低い観光客 
 
ここでは、観光客の防災意識に関する調査結果を報告する。防災意識を測定する質問として、災害発生前

の防災意識を表す被災リスク認知、発生直後に必要な防災意識を表す避難場所知識、発生後に必要な防災意

識を表す代替帰宅方法知識の3つの質問を用意した。表2は「姫路に来る際に、観光中に被災する可能性につ
いて考えましたか？」という被災リスク認知に関する回答である。調査の前日の2014年11月22日に長野県北
部を震源とする 大震度6弱の地震が発生していた28) が、ほとんどの観光客が「ほとんど考えなかった」
「一度も考えなかった」と回答している。次に、表3は「観光中に大災害が起きた際、どこへ行けばいいか
わかりますか？」という避難場所知識について、表4は「姫路に来るまでに使用した交通機関が使用できな
い場合、他の手段で帰宅できますか？」という代替帰宅方法の知識についての結果である。この質問におい

ても「知らない」と回答する観光客が多数を占めた。その一方で、図7は「自宅 寄りの一時避難場所、避

難所を知っていますか？」という居住地での避難場所知識と観光地での避難場所知識の保持割合の比較であ

るが、観光地での避難場所知識の保持割合が圧倒的に低いことがわかる。 
以上より、観光客は災害に対応するために必要な意識や知識が少ないことが明らかとなった。 
 

     表2. 被災リスク認知に関する回答                  表3. 避難場所知識に関する回答    表4. 代替帰宅方法知識に関する回答 

 

 
                       図7. 避難場所知識の保持割合                                        図8. 居住地と代替帰宅方法知識の保持割合の関係 
                        （Mann-WhitneyのU検定）                                                                        （Kruskal-Wallis検定）  
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       図9. 居住地と避難場所知識の保持割合の関係                 図10. 性別と代替帰宅方法知識の保持割合の関係 
                          （Kruskal-Wallis検定）                                                                         （Mann-WhitneyのU検定） 

 

   図11. 訪問回数と避難場所知識の保持割合の関係      図12. 訪問回数と代替帰宅方法知識の保持割合の関係  

              （Kruskal-Wallis検定）                          （Kruskal-Wallis検定） 

 
５．属性・旅行形態により差が見られる観光客の防災意識 
 
ここでは、属性や旅行形態と防災意識の関連性を分析した。有意差が確認されたもののみ示す。 

 (1) 居住地に関して 
居住地別に代替帰宅方法知識の保持割合を比較した結果、市内に住んでいる人は代替帰宅方法知識を保持

している割合が高く、県外に住んでいる人は代替帰宅方法知識を保持している割合が低い（図8）。居住地
別に避難場所知識の保持割合を比較した結果、市内に住んでいる人は避難場所知識保持割合が高く、県外に

住んでいる人は避難場所知識保持割合が低い（図9）。 
(2) 性別に関して 
図10は性別と代替帰宅方法知識の保持割合を比べたものである。男性の方が女性より代替帰宅方法知識の

保持割合が高い。 
 (3) 訪問回数に関して 

図11は、訪問回数別に避難場所知識の保持割合を比較したものである。1回目と5回以上の訪問者間に有意
な差が見られる。図12は、訪問回数別に代替帰宅方法知識の保持割合を比較したものである。どちらも訪問
回数が少ないほど知識の保持割合が低く、多いほど知識保持割合が高くなる傾向が見られる。 
 
６．観光客の防災意識と日頃の防災活動の関連性 
 
日頃の活動と観光客の防災意識との関連を明らかにする。ここでは、有意差が確認されたもののみを示す。 

(1) 地域の防災活動への参加に関して 
図13は、日頃の共助活動を表す地域の防災活動への参加の度合いと、観光中の被災リスク認知の度合いを

示したものである。「地域の防災活動」に積極的に参加している回答者ほど、観光中の被災リスク認知が高

い傾向がある。 
(2) 非常用持ち出し袋に関して 
図14は、日頃の自助活動の実践を表す非常持ち出し袋の有無と、観光地の避難場所知識の保持割合を示し

たものである。非常持ち出し袋を保持している人の方が、観光地の避難場所知識を保持している割合が高い。 
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図13.  地域の防災活動と被災リスク認知の割合の関係         図14. 非常用持出袋の保持と避難場所知識の保持割合 

             （Kruskal-Wallis検定）                              （Kruskal-Wallis検定） 

 
 
(3) 自宅最寄りの避難場所知識に関して 
日頃の自助に関する防災知識を表す自宅 寄りの避難場所知識と、観光中の防災意識との間には関連性は

確認されなかった。 
 

７．考察 
 

(1) 居住地により差がある観光客の防災意識 
性別によって代替帰宅方法知識の保持割合に差が

見られた。性別によって空間把握に差があることを

指摘する研究29)など、男女による違いを明らかにした

研究が存在する。観光客の防災意識においても性別

による違いが明らかとなったことから、防災意識の

向上や帰宅支援に向けた施策において考慮する必要

がある。 
居住地において、防災意識に差が見られたことに

ついては、観光とは「余暇、ビジネス、その他の目

的のため、日常生活圏を離れ、継続して１年を超えない期間の旅行をし、また滞在する人々の諸活動」30)と

定義されており、「日常生活圏を離れて」という言葉に注目すると、居住地が姫路から遠いほど「日常生活

圏を離れて」活動する人、観光客の要素を持った人であるとも言える。本結果は、日常生活圏を離れた観光

客ほど防災意識が低く、日常生活圏内もしくは日常生活圏近くで活動する地元の観光客ほど防災意識が高い

ことを意味している。また、観光客の訪問回数に関しては、図18に示したように、姫路市内に居住する人ほ
ど訪問回数が多い傾向があることから、居住地が観光地に近い人ほど訪問回数も多く、居住地から近い観光

地では防災意識は高いが、居住地が遠い観光客は訪問回数も少なく、居住地から遠い観光地では防災意識が

低いことがわかる。観光客の防災意識が低いことは当然のごとく語られてきたが、本研究をもってそのこと

が証明された。 
(2) 観光時の防災意識と日頃の防災活動との関係性 
日頃の防災活動（地域の防災活動への参加、非常持ち出し袋の有無、自宅 寄りの避難場所知識）と観光

中の防災意識（被災リスク認知、避難場所知識、代替帰宅方法知識）との関連性については、非常持ち出し

袋を持っているような普段から自助が高い人ほど観光地の避難場所知識を持っている傾向があることや、地

域の防災活動への参加が多い、共助活動に関わる人ほど被災リスク認知が高い傾向であることが明らかとな

った。その一方で、それ以外の項目については日頃の防災活動と観光中の防災意識との関連性は確認されな

かった。以上のことから、日頃の防災活動と観光中の防災意識に関して、その関係性は内容によって異なる

ことがわかった。 
地域の防災活動への参加のような日頃の共助活動に関しては、観光地での避難場所に関する知識や代替帰
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宅法の知識との関連性はなく、被災リスク認知との関連性が確認されたことから、観光時の防災知識の保持

ではなく認知や意識と関連していると解釈できる。 
一方で、日頃の自助活動に関しては、非常持ち出し袋の有無のような実践については、観光地での避難場

所知識の保持などの防災知識と関連性があるものの、 寄りの避難場所知識のような知識の保持に関しては

観光中の防災意識との関連性はないことから、自助に関する日頃の防災活動の実践具合や段階が観光中の防

災知識と関係すると考えられる。	

 
８．まとめと今後の研究課題 

 
本研究では、姫路城観光客を対象に調査を行い、居住地の違いから観光客の防災意識が低いこと、居住地

や性別により観光中の防災意識に差があること、日頃の共助活動と観光中の防災に関する認知や意識との関

連性、日頃の自助活動と観光中の防災知識との関連性を明らかにした。 
観光地の防災施策を立案する上で、対象者である観光客の防災意識を考慮することが必要不可欠であるが、

本研究では、属性、観光形態、日頃の防災活動という観光地側では制御できない要因のみを扱った。今後は、

観光時からの災害情報の提供など観光地側で制御可能な「学習・啓発ツール」要因を考慮することで、観光

地に対する政策提案を行う必要があり、さらなる研究が求められる。 
また、観光地から離れた居住地に住む観光客に対して、観光地を抱える行政や組織が事前に防災意識向上

のための啓発活動を実施することはほぼ不可能に近い。海水浴客を対象とした調査研究3)において、和歌山、

高知、三重などの東南海・南海地震において津波の可能性が指摘されハザードマップの対策が進んでいる地

域から来た海水浴客は、東南海・南海地震発生によって海水浴場に津波が襲う可能性を知っている傾向があ

るとしている。これらを踏まえると、日頃の防災活動と観光中の防災意識の関連性を明らかにしたことは、

他の地域に住む観光客を対象とした観光防災啓発活動を実施するのではなく、自市民に対して防災意識を醸

成することで、その市民が他の地域へ観光に行った際の防災意識を向上できる可能性があるが、その点にお

いても今後の研究課題としたい。 
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